


福祉環境委員会行政視察報告書 

 

（1）山形県酒田市 
①酒田市のがん検診受診率向上の取組 

説明者 酒田市健康福祉部健康課 松田俊一課長 

                    鈴木清人主査 

 

 集団がん検診―やまがた健康機構荘内検診センターへ委託 

 個別検診（子宮がん・乳がん）－酒田と鶴岡地区の医療機関へ委託 

 特定検診・人間ドックー国民健康保険加入者 

 高齢者検診―75 歳以上 

 がん単独検診―胃・大腸・肺・前立腺―125 回 

―土曜日検診・日曜検診・早朝検診を実施 

 若年者検診（アンダー40）16 歳～39 歳 

 がん単独検診の費用―胃 1000 円・大腸 500 円・前立腺 500 円・乳がん平均

1500 円⇔浜田のように無料ではない 

 平成 15 年当時の胃がん受診率 19％・大腸がん 20％－県平均の半分→がん死

亡率 10 万人あたり 340 人、胃・大腸が特に高かった。胃がん大腸がんの受診

率を上げることが最大の課題 

 酒田市は、三大死因死亡率 64％、胃・大腸がん際立って高い 

 山形県がんセンター・医師会より具体的な受診率向上の提言があった→酒田

市の場合検診案内と申し込み方法が原因ではないか？ 

⇔「受診率の高い市町村は全世帯に申込用紙を郵送し郵送で返信をもらって

いる」 

 その結果、①検診案内と申込方法の改善②啓発活動の強化③人間ドックの拡

大（1400 人の増加へ） 

 メリットー①職場での検診者、個人での検診者など申込書によって、状況調査

が可能になった②集団基本健診受信者を事前に把握しがん検診同時受診の勧

奨が可能に③案内冊子を同封し市民の検診への関心を高める 

 900 万円の予算で、1 月に市内 41000 世帯に申込用紙を郵送→63％から回収か

ら 74％にだんだん上がっている 

 受診率向上の酒田市の取組―①女性のがん検診推進事業（子宮がん・乳がん）

②働き盛りがん検診推進事業（胃がん・大腸がん）③ピロリ菌検査④検診受診

勧奨事業（申込未回収・未受診者へ再度の郵送）⑤がん検診普及啓発事業（映

画上映・標語募集・講演会）―医師会との連携⑥受診しやすい検診環境の整備 

 乳がん・子宮がん・胃がん・大腸がん検診―5 歳刻みで受診無料クーポン券発

行→受診率向上へ 

 検診時の託児サービス設置・受診医療機関を隣の鶴岡市まで拡大・日曜日ドッ

クの開始―市民の声反映 

 現在の受診率①胃―19％から 30％へ②大腸―20％から 48％へ③子宮―25％か

ら 55％へ④乳―18％から 47％へとそれぞれ大幅にアップした（H16 年から

H29 年対比） 

 申込の集計は外部委託。窓口の対応は 4 人の嘱託職員で。 

 

 



【所感】 

浜田市の住民福祉政策が、近年全国の先進自治体に大きく遅れを取っていると

いう印象を強くしている。健康寿命と平均寿命の短さ・医療保険料と介護保険料

の高さなど、改善する気配はない。子育て支援においても、他の自治体との競争

力があって市民がアドバンテージを持っている政策は皆無だ、と言っていい。必

然的に、住みづらさや生きづらさが顕著になって、人口減少は加速している現状

だ。 

そういった浜田市にあって、私たちの福祉環境委員会では、介護保険料 6980 円

という県内一の高さの要因に認知症が大きく関わっていることを鑑み、「認知症

予防の強化と早期発見」の具体的対策を、政策討論会を経て市長に対し政策提言

すべく準備を進めているところであり、また認知症に対し市全体で明確な意思を

持つ必要性があることから委員会提案として「浜田市認知症の人にやさしいまち

づくり条例」を 9 月議会に提出すべく検討しているところである。 

その遅れた浜田市の福祉政策にあって、市民負担なしでのがん検診の取組は画

期的なはずなのだが、市民の受診率が数％しかないことは、これまで疑問である

と同時に驚きでさえあった。 

「無料で受診できるのだから、もっと高い数字なのではないか？ 会社での受診

や人間ドックを加算すれば、浜田市民のがん検診の受診率はもっと高いのではな

いか？」と、これまで、何度も質問してきた。しかし、いつも「国民健康保険加

入者の数値しかつかみ切れないので、こういう数字になる」という回答だ。それ

なら、先進自治体はどうなのか？ということで今回の酒田市の受診率向上の取組

の視察となったわけだ。 

酒田市の受診率向上への取組で驚いたのは、検証力ときめ細かい対応という点。 

最初の受診率が低い現状の改善に対し、指摘や提案をすぐに受け入れ、全世帯に

申込用紙を配布し、市民それぞれに動機づけを行って、市民に自分の意思で申込

用紙に記載させている。浜田市は受診費用は無料ではあるが、市民は受身で能動

的でない。がん検診の重要性の認識、早期発見早期治療で、多くのがんが治癒可

能であることの理解も遅れているのかもしれない。 

現在は、自治体の政策力によって、市民の健康寿命に開きが生じるので、その

人がどの自治体で生活しているかによって、病気を早期発見できるかどうか、高

齢になっても充実した人生を送れるかどうか、に大きな影響が発生する。浜田市

に住んでいて良かった、ということにするためには、市民に対し、きめ細かなモ

チベ―ションが必要なのであり、がん検診の受診申込用紙の全世帯配布に浜田市

も早急に取組むべきだ、と強く感じたところである 

議員それぞれ、また委員会まとまって、執行部に提案することによって、浜田

市民の健康寿命の延伸に挑戦したい。 

 

 

 

 

 

 

 



（2）新潟県長岡市 

①視察先 長岡市環境衛生センター 

説明者 長岡市環境部若槻部長、野口次長、業務課広田課長補佐、 

長岡バイオキューブ清水所長 

【概 要】 

●生ごみバイオガス発電センターは、生ごみを搬入し、生ごみを微生物の力

で分解・発酵させ、発生したメタンガスで発電し、発電量は 12,300KWH/

日。発酵不適物は焼却処理し、発酵残渣は脱水処理・乾燥し、民間セメン

ト工場などで燃料などとして有効活用する（新潟県は水田しかなく、肥料

ではなく燃料として）。 

●生ごみ搬入量、処理量は 1 日、事業系 25 トン、家庭系 40 トン、計 65 ト

ン、うち発酵物 55 トン、発酵不適物 10 トン、発酵残渣（残りかす）4 ト

ンとなり、重量ベースで 25 分の 1 となる。 

●この事業化の背景は、昭和 59 年～生ごみの減量と堆肥化など有効利用、

平成 11 年～下水道汚泥消化ガスの売却開始、平成 16 年～生ごみリサイク

ルの検討、有機性廃棄物エネルギー化施設、平成 18 年～長岡市地域新エ

ネルギービジョンなどの経過をたどり、職場、職員からのボトムアップに

より事業化に至った。 

●事業方式は、ＰＦＩ方式（ＢＴＯ方式）で特別目的会社「㈱長岡バイオキ

ューブ」が運営し、事業期間は平成 23 年 3 月から平成 40 年 6 月まで、事

業費約 47 億円（設計・建設費 19 億円、運営・維持管理費 28 億円）。 

（参照）浜田広域エコクリーンセンター 初期投資 66 億 7200 万円 長期

委託契約 H21 度～H33 度（13 年間）85 億 100 万円） 

●事業効果は、1 燃やすごみの量が減少、2 ごみ焼却施設の統廃合、燃やし

た後の焼却灰を埋め立てる最終処分場の延命、3 二酸化炭素の削減、4 発

生したバイオガスを発電利用、5 環境教育の場。 

【質疑応答】  

（質疑 1）ゴミステーションの管理はどのようにしているのか、生ごみを出す  

町内の管理か、市の指導はどうか  

（回答 1）ステーションは町内で管理している。美化委員いる町内、ごみ当番  

が決まっている町内がある。行政への苦情や問い合わせはない。  

（質疑 2）長岡市独自でコンポストの取り組みをしているのか 

(回答 2）購入金額の半額、上限 3000 円の助成をしている。 

（質疑 3）処理施設の建替えでバイオマス発電にしたのか  

（回答 3）バイオマス発電を考えられるとして事業は動いていた。建替え時に  

具体的な考えや計画はなかった。  

（質疑 4）長岡市のバイオマス発電事業を取り入れた自治体はあったのか。  

（回答 4）生ごみバイオアマスは長岡のみである。ＪＦＥは豊橋市でやってい  



るが、事業の主体は下水道事業で、これに生ごみを入れしている。  

（質疑 5）バイオマス発電事業を取り入れるときに不安感はあったのか. 

（回答 5）公募で行い、6 グループから提案の応募があり、選定したのがＪＦ 

Ｅの提案で、計画を信用している。  

（質疑 6）ＰＦＩ方式採用の理由は。 

（回答 6）長岡市ではＰＦＩ方式の事業が多い。焼却場も計画しているが、資 

金を調達しなくて済むというメリットがある。 

（質疑 7）ＳＰＣにＪＦＥ以外が参加している経過、出資比率どうか。 

（回答 7）設計、建設事業社などが参画しており、出資比率はＪＦＥが 75％。 

（質疑 8）生ごみの水切りをよくするために家庭に配るものなどはあるのか。 

（回答 8）特にない、すべて家庭の対応に任せている。 

（質疑 9）維持管理費には機械の改修や補修、人件費などどのように積算して 

いるのか。 

（回答 9）込みこみでやっており、5～6 年経って今は心配なく動いている。 

○現地説明（清水所長） 

●バイオマスのメリット（1_植物が元で再生可能エネルギーである、2_発酵

で出る二酸化炭素で植物由来である、3_微生物の発酵は自然の力多くのエ

ネルギーを投入しない）、デメリット（1_微生物は生物で手間ヒマがかか

る、2_原料は生ごみで分別・搬入など大変、3_出る量が少なく（一日 1 世

帯当たり 300 グラム（トレイ 1 つ分））など、現在 6 割相当の稼働である。 

●質問事項に対する回答 

   別紙のとおり 

 

②視察先 子そだての駅「てくてく」 

説明者 てくてく園長 

【概 要】 

●子育ての駅は、保育士や子育てコンシェルジュがいる子育て支援拠点施設 

で、単なる遊び場ではなく、保育、交流、相談、情報提供機能を有する施

設で市内に 13 か所ある。 

●子育ての駅は、公園と自然とのふれあい、運動広場でのふれあい、子育て 

駅サポーターとのふれあい、交流会と子育て講座、いろいろな人とのふれ

あい、子育て相談などの機能を担っている。 

●「てくてく」の施設の形は○△□から構成され、設計は長岡造形大学教授 

で、子どもが最初に覚える形が○△□であることからこの形を採用された

とのこと。○は遊びの広場、△は交流サロン、□は運動広場で構成されて

いる。 

●子育てコンシェルジュは、子育ての駅に 1 人ずつ配置され、子育てに関す 



る相談対応や情報提供を行うとともに、必要に応じて関係機関に同行する

など「つなぐ」支援を行っている． 

 

③視察先 アオーレ長岡 

説明者 長岡市議会事務局 議会総務課 政策調査係 井坂真由美 

【概 要】 

●アオーレ長岡は、市役所所に隣接し市役所と一体化したシティホールプ 

ラザで、ＪＲ長岡駅と通路で結ばれている。 

●市役所窓口を 1 階フロアに集約し、日本一のサービスを目指して、市民 

に身近な窓口サービスを集約した「総合窓口」を開設し、「市民により便

利な市役所」を実現するとし、ワンストップでのサービスを提供してい

る。 

●全天候型の「ナカドマ（屋根付広場）」3 つの建物に囲まれたアオーレ長 

岡の中心で、集い、語り合い、屋根が付いた全天候型の施設で、天候を 

気にせず、利用をすることができる。 

●1 階には、ガラス張りの「市議会議場」があって、市民と議会の一体感を 

醸成し、開かれた議会を標榜しており、親子傍聴席などもある。 

●公共施設で全国初の 3Ｄ4Ｋの｢シアター｣では、240 インチスクリーンで 

迫力の映像を体感でき、長岡の大花火などを実写版 3Ｄ映像で紹介して 

いる。 

 

 







（3）静岡県掛川市 

①掛川市地域健康医療センター「ふくしあ」の取り組みについて  

   説明者 健康福祉部地域包括ケア推進課  

ふくしあ調整担当専門官（保健師） 平川歩ほか  

（※昨年 7 月視察を計画したが西日本豪雨のため中止となり、再度依頼し実現。）  

 

【概 要】  

掛川市では、「希望が見えるまち」、「誰もが住みたくなる町を目指し、平成 25

年 5 月の中東遠総合医療センターの開院、旧病院跡地を活用した「希望の丘プ

ランの推進とともに、多くの住民の願いでもある住み慣れた地域で安心して最

期まで暮らしていけるように支援するために地域健康医療支援センター「ふく

しあ」を市内 5 ヶ所に設置している。  

  平成 22 年 10 月 1 日に「東部ふくしあ」、平成 23 年 10 月 3 日に「南部大須

賀ふくしあ」、平成 24 年 2 月 1 日に「南部大東ふくしあ」、平成 25 年 12 月 2

日に「西部ふくしあ」、平成 27 年 4 月 1 日に「中部ふくしあ」をそれぞれ開所

した。  

「ふくしあ」は、「在宅医療支援」、「在宅介護支援」、「生活支援」、「予防支援」

を柱に医療、保健、福祉、介護を多職種連携により総合支援をおこなう地域拠

点。「ふくしあ」では医療、保健、福祉、介護の在宅支援の地域拠点として専門

職を配置し、次の方法により、総合的な相談、支援をすることを目指している。  

1 医療、保健、福祉、介護に関する受付や相談対応、情報提供できる在宅支

援窓口を地域に開設すること。  

2 各ケース情報を多職種間で共有し、総合的な在宅援助を行うこと。  

3 地域包括支援センターが様々な相談に応じ、高齢者やその家族を支援すること。 

4 医師会のチームを核として、往診することによる地域在宅医療を推進する

こと。  

5 医師、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所の連携により、主治医

の指示が受けやすくなるなど、利用者にとっての総合的なマネージメント

を迅速に行い、地域包括ケアを目指すこと。  

6 保健師による予防活動を重視した健康づくりに力を入れること。  

7 社会福祉協議会のコミュ二ティソーシャルワーカーの配置により、地区福  

祉協議会を支援し地域福祉やボランティア活動の充実を図ること。  

8 自殺予防対策委員会や関連機関と連携して相談体制の強化に取り組むこと。 

●ふくしあの 5 つの特徴  

1 専門職による多職種連携  

2 執務室のワンフロア化により多職種連携  

3 アウトリーチと言われる外に出て行く行動  

4 垣根のない支援  



5 予防支店を重視した支援  

●ふくしあ構成団体  

   ふくしあの基本的な構成団体は総合相談、各種制度運用、全体のコーディ  

ネートの役割を持つ行政、高齢者の総合支援をおこなう地域包括支援センタ

ー、地域の育成や見守りネットワークの構築をおこなっている社会福祉協議

会、在宅医療を支える訪問看護ステーションの 4 団体。  

   様々な専門職が 5 つのふくしあで活動していて、官民併せて約 100 名のス

タッフとなります。行政が直営でおこない、維持することはなかなか困難な

ことです。 ふくしあは、民間のノウハウと行政の力を合わせて活動してい

く半官半民の総合力だといえる。  

また、掛川市は山間地、都市部、海岸部と変化に富んでいます。それぞれ

の特性があり、地域の中の資源にも差があります。対象エリアの特徴を踏ま

え、それぞれの形を展開していくのが設置の方向性。  

●ふくしあの行政  

1 市役所内各課と連携して各種制度の活用  

2 保健師を中心としたケース対応及び予防的視点での活動  

3 ふくしあ連携会議の開催  

4 異業種間多職種連携の全体コーディネート  

●掛川市の取組の基になった危機感 

1 地域医療の危機  

新たない医療体制への対応・少ない医療資源で提供された医療行為を無  

駄にしない体制が必要。  

2 家族構成・変化への対応  

    家族構成の変化や家族の支援能力が低下したことで困難事例が増加  

3 社会変化への対応  

     社会のあり方の変化に対応できる中長期的に機能する支援体制の構築が  

必要・地域を見て活かすことが必要  

4 垣根のない支援の必要性  

    支援は必要だが、制度の隙間に落ちてしまい受け入れられない人への支

援のあり方・症状や年齢に囚われない支援体制が必要  

 ↓  

地域と共に成長していける地域包括ケアシステムの構築が必要  

・総合支援体制の構築、・地域力の向上・住民性の育成  

 

【質疑応答】  

（質疑 1）ふくしあの運営体制について  

（回答 1）構成団体は総合相談、各種制度運用、全体のコーディネートの役割  

を持つ行政、高齢者の総合支援をおこなう地域包括支援センター、地  



域の育成や見守りネットワークの構築をおこなっている社会福祉協  

議会、在宅医療を支える訪問看護ステーションの 4 団体。  

 （質疑 2）本庁との連携体制について  

（回答 2）市役所内各課と連携して各種制度の活用を行う。  

（質疑 3）市民ボランティアなどの人員配置体制、活動について  

（回答 3）今後は地域福祉やボランティア活動の充実を図る。様々な専門職が  

5 つのふくしあで活動し、官民併せて約 100 名のスタッフで対応。 

 （質疑 4）コミュ二ティソーシャルワーカーの役割について  

（回答 4）地域福祉活動支援・見守りネットワーク支援・生活に関する相談を  

行う。  

（質疑 5）複合的問題への対応力向上の具体的な取り組みについて  

（回答 5）「ふくしあ」に保健師が 1 名配置されていることで、高齢者だけでな  

く、その家族までその支援の枠をひろげ、若年層から生活や身体状況  

ともに重症化させない予防観点での活動を展開する。  

（質疑 6）地域力を育てる活動支援の具体的な取り組みについて  

（回答 6）まちづくりに繋がる地域包括ケアとして民生児童委員、食生活推進  

協議会、地区保健委員、ネットワーク支援員、見守りネットワーク、 

地域福祉協議会で健康増進、予防的活動をしている。  

 （質疑 7）掛川市の介護認定率・介護保険料及び国保料の推移について  

（回答 7）要介護（要支援）認定者数 4375 人（16，4％） 

第 5 期介護保険料 5050 円 

【所感】  

今回の掛川市の取組は、多くの住民の願いでもある住み慣れた地域で安心して

最期まで暮らしていけるように支援するために地域健康医療支援センター「ふく

しあ」を市内 5 ヶ所に設置し、「在宅医療支援」、「在宅介護支援」、「生活支援」、

「予防支援」を柱に医療、保健、福祉、介護を多職種連携により総合支援をおこ

なう地域拠点づくりに大変すばらしい取組をされていた、このたびの視察を振り

返り浜田市のまちづくりに活用できるヒントが随所にありました。今後政策討論

など通じ提言・提案していきたい。  


